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履歴書 
 
氏名：  北村行伸（きたむら ゆきのぶ） 
 
生年月日：昭和 31（1956）年 7 月 13 日 
 
勤務先： 東京都国立市中 2-1 〒186-8603 
   一橋大学 経済研究所 
   電話番号/Fax 042-580-8394 
    e-mail kitamura@ier.hit-u.ac.jp 
 

  東京都港区三田 2-15-45 〒108-8345 
     慶應義塾大学 商学部 
     電話番号 03-5427-1437 
    Fax       03-5427-1578  
    e-mail  kitamura@fbc.keio.ac.jp 
 
     東京都中央区日本橋本石町 2-1-1 〒103-8660 
     日本銀行 金融研究所 
     電話番号 03-3279-1111 内線 6541 
    Fax       03-3510-1265 
    e-mail yukinobu.kitamura@boj.or.jp 
 
学歴：  昭和 52 年 4 月 慶応義塾大学経済学部入学 
     昭和 56 年 3 月 慶応義塾大学経済学部卒業 
             指導教官：松村高夫経済学部教授 
     昭和 56 年 9 月 米国ペンシルバニア大学国際関係論大学院入学 
     昭和 57 年 5 月 米国ペンシルバニア大学大学院修士卒業 (M.A.) 
             指導教官：Jere R.Behrman, Professor of Economics 
     昭和 57 年 10 月 英国オックスフォード大学経済学部大学院入学 
     昭和 63 年 11 月 英国オックスフォード大学大学院博士卒業 (D.Phil) 
             指導教官：Amartya K.Sen, Professor of Economics 
                  Jennifer Corbett, Lecturer of Economics 
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専攻分野：マクロ経済学、応用計量経済学、金融・財政論、公共経済学 
 
職歴：  昭和 62 年 1 月―昭和 63 年 11 月 

英国オックスフォード大学研究助手 
昭和 63 年 12 月―平成 3 年 8 月 

経済協力開発機構 (OECD) パリ事務局事務官 
     平成 3 年 9 月―現在 

日本銀行金融研究所研究員 
     平成 4 年 4 月―平成 10 年 3 月 

一橋大学経済研究所非常勤講師 
平成 7 年 4 月―現在 

東京経済研究センター（TCER）研究員 
平成 8 年 2 月  

  社会保険大学校高等科研修講師 
平成 8 年 4 月―平成 11 年 3 月 

慶應義塾大学商学部客員助教授 
    平成 11 年 4 月―平成 14 年 10 月 
   一橋大学経済研究所助教授 
   平成 11 年 4 月―平成 14 年 10 月 
   慶應義塾大学商学部特別研究助教授 

平成 14 年 11 月―現在 
   一橋大学経済研究所教授 
   平成 14 年 11 月―現在 
   慶應義塾大学商学部特別研究教授 
   平成 21 年 4 月―現在 
   財務省財務総合政策研究所特別研究官 
   平成 27 年 4 月―現在 
   一橋大学経済研究所所長 
 
委員会・研究会： 
  平成 9 年 3 月-平成 15 年 3 月 

厚生省国立社会保障・人口問題研究所 
   少子化問題研究会「女子労働と出生力」小委員会 
    平成 10 年 2 月-平成 12 年 3 月 

財団法人社会経済生産性本部 
「福祉政策特別委員会」専門委員 
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   平成 12 年 6 月‐平成 15 年 9 月 
   通産省企業統計研究会 

「企業統治構造分析委員会」委員 
   平成 16 年 4 月－平成 17 年 3 月 
           社団法人全国銀行協会 金融調査研究会 
        「電子決済の進展と金融・経済の変化研究会」委員 

平成 17 年 6 月－平成 21 年 3 月 
独立行政法人国際協力機構 
課題別支援委員会（金融分野）委員 

平成 17 年 7 月－現在 
内閣府経済社会総合研究所「経済分析」編集委員 
・ 編集評議員 

平成 20 年 10 月－現在 
財務省財務総合政策研究所 
特別研究官 

平成 23 年 10 月－現在 
内閣府統計委員会委員 

平成 25 年 4 月－平成 26 年 3 月 
社団法人全国銀行協会金融調査研究会 
「わが国の財政問題と金融システムへの影響」委員 

平成 26 年 10 月－平成 32 年 9 月 
日本学術会議 第 23-24 期会員(第１部会) 

平成 27 年 1 月－現在 
内閣府統計委員会委員長代理 

 
 

 
海外研究訪問先： 

ケニヤ中央銀行附属ケニヤ金融学校、  
1999-2008 (国際協力機構技術支援プログラム) 
 
ユニバーシティ・カレッジ・ロンドン経済学部、  
2003 年 2-3 月 
 
ボッコーニ大学（イタリア・ミラノ）経済・経営学部、 
2007 年 10 月 
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フィンランド中央銀行調査局、2009 年 7-8 月 
 
スウェーデン王立工科大学経済学部、2009 年 9 月 
インド統計研究所、2010 年 2 月 
オーストラリア国立大学・クロフォード行政大学院 
オーストラリア日本研究所、2010 年 3 月 
 
オークランド大学経済学部ビジネス・スクール、 
2010 年 3 月 

 
 
所属学会：Econometric Society、1983- 
     日本経済学会（旧 理論・計量経済学会）、1985- 
     American Economic Association (U.S.A)、1988- 
   日本統計学会、1998- 
   日本金融学会、2010- 
   日本財政学会、2010- 
 
 
編集委員： 
  経済分析（内閣府経済社会総合研究所）、2005- 
  Singapore Economic Review、2010- 

Hitotsubashi Journal of Economics, 2013-2014, 2015- (Editor) 
 
 
編集レフリー： 

American Economic Review, Asian Economic Policy Review, 
Journal of Public Economics, 経済研究（一橋大学経済研究所編集）, 
金融研究（日本銀行金融研究所）, 
Journal of The Japanese and International Economics, Scandinavia 
Journal of Economics, The Japanese Economic Review, Japan and The 
World Economy, Hitotsubashi Journal of Economics,  Journal of 
Macroeconomics, Economics Bulletin, Singapore Economic Review,  
家計経済研究（家計経済研究所）、日本経済研究（日本経済研究 
センター）、経済分析（内閣府経済社会総合研究所） 
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     Oxford University Press (referee for books on economics) 
 
 
 
博士号取得者（一橋大学大学院経済学研究科）： 
  栗田 匡相 2006 年 5 月 17 日、現・関西学院大学 
  劉  群 2006 年 7 月 12 日、現・一橋大学経済研究科 
  早川 和彦 2007 年 3 月 23 日、現・広島大学 
  宮崎  毅 2007 年 5 月 16 日、現・九州大学 

鐘  秋悦 2009 年 3 月 27 日、現・國立屏東科技大学 
（National Pingtung University of Science and Technology） 

  坂本 和靖 2009 年 5 月 10 日、現・群馬大学 
  伊藤 高広 2010 年 3 月２日、現・神戸大学 
  西脇 雅人 2010 年 5 月 19 日、現・早稲田大学 
  内野 泰介 2011 年 3 月 31 日、現・大東文化大学 
  村尾 徹士 2012 年 4 月 11 日、現・九州大学 

ライ・ティフーン・ニュン（Lai Thi Phuong Nhung） 
 2015 年 6 月 10 日、現・ベトナム 

寳劔 久俊 2015 年 10 月 14 日、現・ジェトロ・アジア経済研究所 
 
賞罰：  The Oversea Research Student Award, 1982-1984, Committee of Vice 
     Chancellors and Principals of The University of The United Kingdom. 
     The George Webb Medley Endowment Fund Scholarship in 1985, 
     University of Oxford. 
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研究業績リスト 
 
I. 博士論文 
“Household Saving and Bequest Behaviour : An Intertemporal Approach with Special 

Reference to Japan” at University of Oxford, 1988. 
 
II. 出版研究論文 

(1)「財政赤字の政治経済学」、1993年 12月、『金融研究』、第 12巻 第 4号、

pp.79-97 

(2)「家計資産の増加とその要因」、1994年 1月、『経済研究』、第 45巻 第 1

号、pp.16-30 (高山憲之、有田富美子との共著） 

(3)“Public Policies and Household Saving in Japan” in J.Poterba (ed), Public Policies 
and Household Saving, Chicago: University of Chicago Press and NBER, 1994, 
pp.133-160 (with Takatoshi Ito). 

(4)“Household Saving Behavior in Japan” in J.Poterba (ed), International 
Comparisons of Household Saving, Chicago: University of Chicago Press and 
NBER, 1994, pp.125-167 (with Noriyuki Takayama). 

(5)“Consumer Behaviour in Japan under Financial Liberalization and Demographic 
Change”, in M.Okabe (ed), The Structure of The Japanese Economy, London: 
Macmillan, 1995, pp.135-167 (with Wataru Takahashi). 

(6)「国際比較研究へのパネルデータ分析の応用―Feldstein-Horioka パラドック

スの再検討―」1995年 3月、『金融研究』、第 14巻 第 1号、pp.145-160 
（藤木裕との共著） 

(7)“Feldstein-Horioka Paradox Revisited” Bank of Japan Monetary and Economic 
Studies, vol.13. no.1 (1995), pp.1-16. (with Hiroshi Fujiki). 

(8)「物価インデックス債と金融政策―実質金利と期待インフレ率を国債流通市

場情報から導く手法とその応用―」1995年 9月、『金融研究』、第 14巻 

第 3号、pp.121-144 
(9)“Indexd Bonds and Monetary Policy: The Real Interest Rate and The Expected Rate 

of Inflation”, Bank of Japan Monetary and Economic Studies, vol.15. no.1 
(1997) 1-25. 

(10)「コンセプチュアライゼーションが経済に与える影響のメカニズムに関す

る展望 経済史および経済学からの論点整理」1997 年 12 月、『金融研究』、

第 16 巻 第 4 号、pp.83-113. 
(11)「サプライ・サイド情報を利用した消費に基づく資産価格モデルの推計」

1997 年 12 月、『金融研究』、第 16 巻 第 4 号、pp.137-154.(藤木裕との共

著) 
(12)“Generational Accounting in Japan” in A.Auerbach, L.Kotolikoff and W.Leibfritz 
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(eds) Generational Accounting around the World, Chicago: The University of 
Chicago Press and NBER, 1999, pp.447-469. (with Noriyuki Takayama and 
Hiroshi Yoshida). 

(13)“Risk Accumulation, Contagion and the Rules for Bank Failure” in Proceedings of 
a Joint Central Bank Research Conference on Risk Measurement and Systemic 
Risk, Bank of Japan, 1999, pp.105-143. (with Shuji Kobayakawa). 

(14)“Lessons from Generational Accounting in Japan”, American Economic Review, 
1999, May (with Noriyuki Takayama) pp. 171-175. 

(15)「貨幣の最適な発行単位の選択について」『金融研究』第 18 巻第 5 号、1999
年 12 月、pp.237-247. 

(16)“Household Savings in Japan revisited”, Research in Economics, 2001, 55(2), 
pp.135-153.(with Noriyuki Takayama and Fimiko Arita). 

(17) 「物価と景気変動に関する歴史的考察」『金融研究』第 21 巻第 1 号、2002
年 3 月、pp.1-34. 

(18) "Technical Assistance in Fiscal Policy and Tax Administration in Developing 
Countries: The State of Nature in Bangladesh"(with Tapan K. Sarker) 
Asia-Pacific Tax Bulletin,8(9),pp.278-288.September 2002,International Bureau 
of Fiscal Documentation 

(19) “Household Saving and Wealth Distribution in Japan" (with Noriyuki Takayama 
and Fumiko Arita) in Axel Boersch-Supan (ed.) Life Cycle Savings and Public 
Policy, San Diego: Academic Press 2003, Chapter 5, pp.147-201 

(20)「物価と消費の長期変動」、『季刊家計経済研究』第 57 号（2003 年 1 月

15 日刊）pp.29-38 
(21)「パネルデータ分析の新展開」、『経済研究』第 54 巻第 1 号（2003 年 1

月刊）pp. 74-93 
(22)「企業収益と負債―「企業活動基本調査」に基づく日本企業行動のパネル

分析―」、花崎正晴・寺西重郎（編）『コーポレート・ガバナンスの経済

分析―変革期の日本と金融危機後の東アジア』、2003 年 9 月、東京大学

出版会、第 5 章、pp129-157. 
(23) "Reflections on the New Financial System in Japan: Participation Costs, Wealth 

Distribution, and Security Market-Based Intermediation" (with Megumi Suto and 
Juro Ternishi), in Joseph P.H. Fan, Masaharu Hanazaki and Juro Teranishi (eds) 
Designing Finanical Systems in East Asia and Japan, London: Routledge Curzon, 
2004, Chapter 14, pp.334-84.  

(24)「物価連動債の市場価格より得られる情報：米国財務省物価連動債の評価」

『金融研究』第 23 巻第 1 号、2004 年 3 月、pp.63-94 
(25) "The Egyptian Tax System and Investment Tax Incentives" (with Mahmond 

Abdellatif) Asia-Pacific Tax Bulletin, 10(3), pp.151-161, March 2004, 
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International Bureau of Fiscal Documentation 
(26)「優雅な「パラサイトシングル」像が変容」『女性たちの平成不況』樋口

美雄・太田清（編）日本経済新聞社、第 3 章、pp81-115（坂本和靖との共

著）、2004 年 4 月 
(27) "The Big Mac Standard: A Statistical Illustration," (with Hiroshi Fujiki)  

Economics Bulletin, 6(13),  pp.1-18, September 2, 2004. 
(28) "Information Contents of Inflation Indexed Bond Prices: Evaluation of U.S. 

Treasury Inflation Protection Securities", Bank of Japan Monetary and Economic 
Studies, vol.22. no.3 (Oct. 2004) pp.115-144. 

(29)「世代間関係から見た結婚行動」、『経済研究』第 58 巻第 1 号、2007 年 1
月、pp.31-46. （坂本和靖との共著） 

(30) "Marriage Behavior from the Perspective of Intergenerational Relationships", The 
Japanese Economy, vol.34. no.4 (Winter. 2007-8) pp.76-122. (with Kazuyasu 
Sakamoto) 

(31) "The Pension System in Japan and Retirement Needs of the Japanese Elderly" 
(with Ngee-Choon, Chia and Albert K.C. Tsui), Ageing in Southeast and East 
Asia--Family, Social Protection and Policy Challenges, edited by Lee Hock 
Guan, Institute of Southeast Asian Studies, Singapore, 2008, pp.1-21. 

(32) 「家計別物価指数の構築と分析」『金融研究』第 27 巻第 3 号、2008.8、
pp.91-150 

(33) 「結婚の地域格差と結婚促進策」『日本経済研究』No.60、2009 年 1 月、

pp.79-102.（宮崎毅との共著） 
(34) “How to Make the Japanese Public Pension System Reliable and Workable,” 

(with Noriyuki Takayama), Asian Economic Policy Review, 4(1), pp.97-116, 
2009. 

(35) 「不完全資本市場下での生産関数の推定について」、『経済研究』第 60
巻第 3 号、2009 年 7 月、pp.193-204（西脇雅人・村尾徹士との共著） 

(36) 「電子マネーが貨幣需要に与える影響について：時系列分析」、『フィナ

ンシャルレビュー』平成 21 年（2009 年）第 5 号（通巻 97 号）、2009 年

12 月、pp.129-152. （大森真人・西田健太との共著） 
(37) "Marriage Promotion Policies and Regional Differences in Marriage," The 

Japanese Economy, Vol.38, No.1, Spring 2011, pp.3-39. (with Takeshi 
Miyazaki) 

(38) 「家計の資産選択行動における学歴効果 －逐次クロスセクションデータ

による実証分析－」、『金融経済研究』第 33 号、日本金融学会編、pp.24-45、
2011 年 10 月（内野泰助との共著） 

(39) 「所得不平等と税の所得再分配機能の評価 －1984-2004 年－」、『経済

研究』第 63 巻第 1 号、pp.56-69、2012 年 1 月（宮崎毅との共著） 
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(40) 「東日本大震災 l がもたらした精神的コスト －パネルデータを用いた自

然災害の幸福度・健康感への影響の検討－」、『日本の家計行動のダイナ

ミズム VIII 東日本大震災が家計に与えた影響』瀬古美喜・照山博司・山

本勲・樋口美雄・慶應－京大連携グローバル COE 編、慶應義塾大学出版

会、pp.233-254、2012 年 3 月 31 日（平井滋との共著） 
(41) 『経済学の巨人 危機と闘う』、「第 13 章 ジョン・ロー」（日本経済

新聞社（編））、2012 年 12 月 3 日刊、日本経済新聞社 
(42) 『若年者の雇用問題を考える 就職支援・政策対応はどうあるべきか』、

「第 3 章 所得分配と世代から見た若年雇用問題」、樋口美雄・財務省財

務総合政策研究所（編著）、2013 年 9 月 14 日刊、日本経済評論社、pp.83-114. 
(43) 「パネルデータの分析手法の展望」、『季刊家計経済研究』No.100、pp.60-69、

2013 Autumn 
(44) Comment on "Who Faces Higher Prices? An Empirical Analysis Based on 

Japanese Homescan Data," Asian Economic Policy Revew, Vol.9, No.1, January 
2014, pp.118-119. 

(45)「第８章 原子力発電所事故から学ぶ金融危機への対処方法」、齊藤誠・

野田博（編）『非常時対応の社会科学 法学と経済学の共同の試み』、有

斐閣、pp.188-213、2016 年３月 12 日刊 
(46) Comment on "Asian Participation and Performance at the Olympic Games" Asian 

Economic Policy Revew, Vol.11, pp.91-92, 2016 
 
III. 未出版研究論文 
(1)「インデックス債の意義とその発行可能性」、1993 年度理論・計量経済学会

報告論文、日本銀行金融研究所 
(2)“Tax Incentives and Personal Saving in Japan”, presented at the NBER/OECD joint 

meeting at Paris, 18-19 May, 1994 ,1994 年度理論・計量経済学会報告論文

(with Takatoshi Ito). 
(3)“Measuring Real Interest Rate Directly”, 1995 年度理論・計量経済学会報告論文

（with Hiroshi Fujiki). 
(4)「経済成長下での実質金利の測定」、ファイナンス・フォーラム第 10 回研

究会 (1996 年 2 月 9 日)発表（藤木裕との共著） 
(5)「わが国の国際貿易の実態とその評価―パネルデータによる貿易構造の分析

―」、日本銀行金融研究所、1996 年 8 月 
(6)“Quantity Theory of Money, Central Bank Independence, and Inflation -A Panel 

Data Approach-” (with Hiroshi Fujiki), 1997. 
(7)「価格・数量調整過程の再検討 マクロ・産業別パネルデータ分析」日本銀

行 金融研究所ディスカッション・ペーパー 98-J-5.(中村恒との共著) 
(8) 「電子商取引の現状と課題：新しい仲介業の誕生と信頼形成」日本銀行金
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融研究所ディスカッション・ペーパー 2000-J-13.（大谷聡と川本卓司との

共著） 
(9) “Household Wealth in Japan” (with Noriyuki Takayama), a paper prepared for 

National Research Council Panel on “New Data for an Aging World”, National 
Academy of Science (USA), August 2000. 

(10) “An Econometric Analysis of Cohort Data from Household Savings in Japan”, 
presented in Far Eastern Meeting of Econometric Society, July 2001 in Kobe, 
Japan. 

(11) “Corporate Finance and Market Competition: Evidence for the Basic Survey of 
Japanese Business Structure and Activities in the late 1990s”, April 2001 

(12)「結婚の意思決定に関するパネル分析」（坂本和靖との共著）PIE Discussion 
Paper, No. 109. 

(13)「結婚の経済学」、2002 年 4 月、一橋大学経済研究所 PIE Discussion Paper, 
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イヤモンド』平成 19 年 5 月 7 日号． 
(78) 『陽気なドン・カミロ』（ジョヴァンニ・グァレスキ 著、岡田眞吉 訳）、

文藝春秋社 1953 年 9 月 20 日刊、「名著再読」『週刊ダイヤモンド』平

成 19 年 6 月 18 日号． 
(79) 『日本国の原則－－自由と民主主義を問い直す－－』（原田 泰 著）、

日本経済新聞社、2007 年 4 月 20 日刊、「今週の逸冊」『週刊ダイヤモン

ド』平成 19 年 6 月 25 日号． 
(80) 『キャッチ＝22』（上・下 2 巻）（ジョーゼフ・ヘラー 著、飛田茂雄 訳）

早川書房、 1977 年 3 月 15 日刊、「名著再読」『週刊ダイヤモンド』平

成 19 年 9 月 1 日号． 
(81) 『神は妄想である 宗教との決別』（リチャード・ドーキンス 著、垂水

雄二 訳）、早川書房、2007 年 5 月 25 日刊、「今週の逸冊」『週刊ダイ

ヤモンド』平成 19 年 8 月 20 日号． 
(82) 『ローマ帝国衰亡史』（全 10 巻）（エドワード・ギボン 著、中野好夫・

朱牟田夏雄・中野好之 訳）ちくま学芸文庫 1995 年 12 月 7 日-1996 年 9
月 10 日刊、「名著再読」『週刊ダイヤモンド』平成 19 年 11 月 26 日号． 

(83) 『電子マネー最終戦争』（岩田昭男 著）、洋泉社、2007 年 4 月 18 日刊、

「今週の逸冊」『週刊ダイヤモンド』平成 19 年 10 月 8 日号． 
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(84) 『波乱の時代（上・下）－－わが半生と FRB－－』（アラン・グリーンス

パン 著、山岡洋一･高遠裕子 訳）、日本経済新聞社、2007 年 11 月 12
日刊、「今週の逸冊」『週刊ダイヤモンド』平成 19 年 12 月 3 日号． 

(85) 『普通の家族がいちばん怖い 徹底調査！破滅する日本の食卓』（岩村暢

子 著）、新潮新聞社、2007 年 10 月 25 日刊、「書林探索」『週刊ダイ

ヤモンド』平成 20 年 1 月 12 日号． 
(86) 『最強の経済学者 ミルトン・フリードマン』（ラニー・エーベンシュタ

イン 著、大野一 訳）、日経 BP 社、2008 年 1 月 28 日刊、「書林探索」

『週刊ダイヤモンド』平成 20 年 2 月 18 日号． 
(87) 『人類の会議（上・下）』（ポール･ケネディ 著、古賀林幸 訳）、日

本経済新聞社、2007 年 10 月 25 日刊、「書林探索」『週刊ダイヤモンド』

平成 20 年 3 月 24 日号． 
(88) 『現代の金融政策：理論と実際』（白川方明 著）、日本経済新聞社、2008

年 3 月 17 日刊、「書林探索」『週刊ダイヤモンド』平成 20 年 5 月 3／10
日合併号．  

(89) 『知的財産権のグローバル化－－医薬品アクセスと TRIPS 協定』山根裕子

（著）、岩波書店、2008 年 3 月 6 日刊、「書林探索」『週刊ダイヤモン

ド』平成 20 年 6 月 16 日号． 
(90) 『選挙のパラドックス－－なぜあの人が選ばれるのか？』ウィリアム・パ

ウンドストーン（著）篠儀直子（訳）、青土社、2008 年 7 月 2 日刊、「書

林探索」『週刊ダイヤモンド』平成 20 年 7 月 21 日号． 
(91) 『議論好きなインド人－－対話と異端の歴史が紡ぐ多文化世界』アマルテ

ィア・セン（著）佐藤宏・栗屋利江（訳）、明石書店、2008 年 7 月 5 日

刊、「書林探索」『週刊ダイヤモンド』平成 20 年 9 月 9 日号． 
(92) 『学力問題のウソ－－なぜ日本の学力は低いか』小笠原善康（著）、PHP

研究所、2008 年 9 月 30 日刊、「書林探索」『週刊ダイヤモンド』平成 20
年 10 月 27 日号． 

(93) 『早稲田と慶応－－名門私大の栄光と影』橘木俊詔（著）、講談社現代新

書、2008 年 9 月 20 日刊、「書林探索」『週刊ダイヤモンド』平成 20 年

11 月 25 日号． 
(94) 『徒歩で行く 150 億年の旅－－歩こう。宇宙の塵がヒトになり種の大量絶

滅に直面するまでの旅を』エリザベット・サトウリス（著）、太田直子（訳）

バベルプレス、2008 年 8 月 20 日刊、「書林探索」『週刊ダイヤモンド』

平成 21 年 1 月 12 日号． 
(95) 『生命保険はだれのものか』出口治明（著）、ダイヤモンド社、2008 年

11 月 28 日刊、「書林探索」『週刊ダイヤモンド』平成 21 年 3 月 16 日号． 
(96) 『大学の反省』猪木武徳（著）、ＮＴＴ出版、2009 年 4 月 17 日刊、「書

林探索」『週刊ダイヤモンド』平成 21 年 5 月 18 日号． 
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(97) 『商人（あきんど）』ねじめ正一（著）、集英社、2009 年 3 月 30 日刊、

「書林探索」『週刊ダイヤモンド』平成 21 年 7 月 25 日号． 
(98) 『マイクロファイナンス：貧困と闘う「驚異の金融」』菅正広（著）、中

公新書、2009 年 9 月 25 日刊、「書林探索」『週刊ダイヤモンド』平成 21
年 11 月 9 日号． 

(99) 『スノーボール ウォーレン・バフェット伝 上・下』アリス・シュロー

ダー（著）、伏見威蕃（訳）日本経済新聞社、2009 年 11 月 19 日刊、「書

林探索」『週刊ダイヤモンド』平成 22 年 2 月 1 日号． 
(100) 『ゴールは偶然の産物ではない FC バルセロナ流 世界最強マネジメン

ト』フェラン・ソリアーノ（著）、グリーン裕美（訳）アチーブメント出

版、2009 年 12 月 1 日刊、「書林探索」『週刊ダイヤモンド』平成 22 年 4
月 3 日号． 

(101) 『ゴールは偶然の産物ではない FC バルセロナ流 世界最強マネジメン

ト』フェラン・ソリアーノ（著）、グリーン裕美（訳）アチーブメント出

版、2009 年 12 月 1 日刊、『週刊ダイヤモンド』平成 22 年 4 月 3 日号． 
(102)『グローバルインバランス 歴史からの教訓』バリー・アイケングリーン

（著）、畑瀬真理子・松林洋一（訳）東洋経済新報社、2010 年 5 月 6 日

刊、『週刊ダイヤモンド』平成 22 年 6 月 14 日号． 
(103)『単身急増社会の衝撃』藤森克彦（著）日本経済新聞社、2010 年 5 月 25

日刊、『週刊ダイヤモンド』平成 22 年 8 月 14・21 日合併号． 
(104)『貨幣進化論「成長なき時代」の通貨システム』岩村充（著）、新潮選書、

『波』（新潮社）2010 年 10 月号． 
(105)『This Time is Different: Eight Centuries of Financial Folly』Carmen M. Reinhart 

and Kenneth S. Rogoff（著）、Princeton University Press、2009 年、『The Ascent 
of Money: A Financial History of the World』、Niall Ferguson (著）、The Penguin 
Press、2008 年、「金融危機をどう考えるか」『ＨＱ』（一橋大学）2010
年秋号． 

(106) 『ガンディーの経済学 倫理の復権を目指して』アージット・Ｋ．ダー

スグプタ（著）、石井一也（監訳）、板井広明、小畑俊太郎、太子堂正称、

前田幸男、森達也（訳）作品社、2010 年 10 月 2 日刊、『週刊ダイヤモン

ド』平成 22 年 10 月 18 日号． 
(107) 『日本の税制』森信茂樹（著）岩波書店、2010 年 9 月 29 日刊、『週刊ダ

イヤモンド』平成 22 年 12 月 13 日号． 
(108) 『国家債務危機』ジャック・アタリ（著）林昌宏（訳）、作品社、2011

年 1 月 15 日刊、『週刊ダイヤモンド』平成 23 年 2 月 21 日号． 
(109) 『もうすぐ絶滅するという紙の書物について』ウンベルト・エーコ、ジ

ャン＝クロード・カリエール（著）工藤妙子（訳）、阪急コミュニケーシ

ョンズ、2010 年 12 月 30 日刊、『週刊ダイヤモンド』平成 23 年 4 月 23



平成 28 年 5 月 30 日現在 

北 村 行 伸 

24 

日号． 
(110) 『人質の朗読会』小川洋子（著）、中央公論新社、2011 年 2 月 25 日刊、

『週刊ダイヤモンド』平成 23 年 6 月 25 日号． 
(111) 『すべてはどのように終わるのか－－あなたの死から宇宙の最後まで』

クリス・インピー（著）小野木明恵（訳）、早川書房、2011 年 1 月 25 日

刊、「書林探索」『週刊ダイヤモンド』平成 23 年 8 月 27 日号． 
(112) 『危機の指導者 チャーチル』冨田浩司（著）、新潮選書、2011 年 9 月

20 日刊、「書林探索」『週刊ダイヤモンド』平成 23 年 10 月 29 日号． 
(113) 『金融が乗っ取る世界経済 21 世紀の憂鬱』ロナルド・ドーア（著）、

中公新書、2011 年 10 月 2 日刊、「書林探索」『週刊ダイヤモンド』平成

23 年 12 月 31 日・平成 24 年 1 月 7 日 新年合併号． 
(114) 『戦前期日本の金融システム』寺西重郎（著）、岩波書店、2011 年 12

月 6 日刊、平成 24 年 3 月 3 日号． 
(115) 『日露戦争、資金調達の戦い 高橋是清と欧米バンカーたち』板谷敏彦

（著）、新潮選書、2012 年 2 月 25 日刊、「書林探索」『週刊ダイヤモン

ド』平成 24 年 5 月 12 日号． 
(116) 『タックス･ヘイブンの闇 世界の富は盗まれている！』ニコラス・シャ

クソン（著）藤井清美（訳）、朝日新聞出版、2012 年 2 月 29 日刊、「書

林探索」『週刊ダイヤモンド』平成 24 年 7 月 7 日号． 
(117) 『文明 西洋が覇権をとれた６つの真因』ニーアル・ファーガソン（著）

仙名紀（訳）、勁草書房、2012 年 7 月 20 日刊、「書林探索」『週刊ダイ

ヤモンド』平成 24 年 9 月 8 日号． 
(118) 『日本農業への正しい絶望法』神門義久（著）、新潮新書、2012 年 9 月

20 日刊、「書林探索」『週刊ダイヤモンド』平成 24 年 11 月 10 日号． 
(119) 『紙の約束 マネー、債務、新世界秩序』フィリップ・コガン（著）松

本剛史（訳）、日本経済新聞出版社、2012 年 11 月 22 日刊、平成 25 年 1
月 12 日号． 

(120) 『ケインズかハイエクか 資本主義を動かした世紀の対決』ニコラス・

ワプショット（著）久保恵美子（訳）、新潮社、2012 年 11 月 20 日刊、

「書林探索」『週刊ダイヤモンド』平成 25 年 3 月 9 日号． 
(121) 『アカウンタビリティを考える どうして「説明責任」になったのか』

山本清（著）、ＮＴＴ出版、2013 年 3 月 1 日刊、「書林探索」『週刊ダ

イヤモンド』平成 25 年 5 月 11 日号． 
(122) 『異次元緩和 黒田日銀の戦略を読み解く』井上哲也（著）、日本経済

新聞出版社、2013 年 5 月 22 日刊、「書林探索」『週刊ダイヤモンド』平

成 25 年 7 月 6 日号． 
(123) 『業火の試練 エイブラハム・リンカンとアメリカ奴隷制度』エリック・

フォークナー（著）森本奈理（訳）、白水社、2013 年 7 月 10 日刊、「書
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林探索」『週刊ダイヤモンド』平成 25 年 9 月 14 日号．  
(124) 『世界恐慌 経済を破綻させた４人の中央銀行総裁（上・下）』ライア

カット・アハメド（著）吉田利子（訳）、筑摩選書、2013 年 9 月 15 日刊、

「書林探索」『週刊ダイヤモンド』平成 25 年 11 月 9 日号． 
(125) 『日本人には二種類いる 1960 年の断層』岩村暢子（著）、新潮新書、

2013 年 10 月 20 日刊、平成 26 年 1 月 11 日号． 
(126) 『中央銀行制度の経済学 －－新制度経済学からのアプローチ－－』折

谷吉治（著）、学術出版会、2013 年 11 月 25 日刊、「書林探索」『週刊

ダイヤモンド』平成 26 年 3 月 8 日号． 
(127) 『宇宙の始まりと終わりはなぜ同じなのか』ロジャー・ペンローズ（著）

竹内薫（訳）、新潮社、2014 年 1 月 25 日刊、「書林探索」『週刊ダイヤ

モンド』平成 26 年 5 月 3・10 日合併号． 
(128) 『労働時間の経済分析：超高齢社会の働き方を展望する』山本勲、黒田

祥子（著）、日本経済新聞社、2014 年 4 月 23 日刊、「書林探索」『週刊

ダイヤモンド』平成 26 年 7 月 12 日号． 
(129) 『データの見えざる手 ウエアラブルセンサが明かす 人間・組織・社

会の法則』矢野和男（著）、草思社、2014 年 7 月 25 日刊、「書林探索」

『週刊ダイヤモンド』平成 26 年 9 月 13 日号． 
(130) 『異次元緩和 黒田日銀の戦略を読み解く』井上哲也（著）、日本経済

新聞出版社、『月刊資本市場』2013 年 7 月号 No.335. 
(131) 『中央銀行が終わる日 ビットコインと通貨の未来』岩村充（著）、新

潮選書、『波』新潮社、2016 年 4 月号. 
 
VIII. 学会・国際会議報告 
(1) “A Fiscal Policy Game with Overlapping Generations”, presented at the 1987 Far 

Eastern Meeting of the Econometric Society at Aoyama Gakuin University in 
Tokyo on 10-11 October, 1987 

(2) “Public Policies and Household Saving in Japan”, presented at the NBER meeting 
at Boston in June 1992 

(3)「財政赤字の政治経済学」、1992 年度理論・計量経済学会、九州大学 
(4) “Household Saving Behavior in Japan”, presented at the NBER meeting at Miami 

in March 1993 
(5)「インデックス債の意義とその発行可能性」、1993 年度理論・計量経済学会、

法政大学 
(6) “Refinement of The Japanese Consumer Behaviour under Financial Liberalisation 

and Demographic Change”, 1993 年度秋期金融学会、長崎大学  
(7) “Tax Incentives and Personal Saving in Japan” presented at the NBER/OECD joint 

meeting at Paris in May 1994  
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(8) “Feldstein-Horioka Paradox Revisited”, 1994 年度統計学会、東京 
(9) “Tax Incentives and Personal Saving in Japan”, 1994 年度理論・計量経済学会、

南山大学 
(10) “Feldstein-Horioka Paradox Revisited”, 1994 年度理論・計量経済学会、南山大

学 
(11)「物価インデックス債と実質金利」、1995 年度春期金融学会、早稲田大学 
(12) “Feldstein-Horioka Paradox Revisited” presented at the Seventh World Congress 

of the Econometric Society at Keio University, Tokyo in August 1995. 
(13)「物価インデックス債と金融政策」、1995 年度理論・計量経済学会、学習

院大学 
(14) “Measuring Real Interest Rate Directly”、1995 年度理論・計量経済学会、学習

院大学 
(15)「最適な貨幣発行単位の選択について」、1996 年度理論・計量経済学会報

告論文、大阪大学 
(16)「サプライ・サイド情報を利用した消費に基づく資産価格モデルの推計」、

1996 年度理論・計量経済学会報告論文、大阪大学 
(17) “Generational Accounting in Japan” presented at the Centre for Economic Policy 

Research workshop at London (LSE) in December 1996  
(18) 「価格・数量調整下でのマクロ経済学の再検討」、1997 年度理論・計量経 

済学会報告論文、早稲田大学 
(19) “Policy Simulation of Generational Accounting in Japan” 1997 年度理論・計量経

済学会報告論文、早稲田大学 
(20) “The Big Mac Standard: A Statistical Perspectives” (with Hiroshi Fujiki), 1998 年

日本経済学会報告論文、立命館大学 
(21) “Lessons from Generational Accounting in Japan”, Annual Meeting of American 

Economic Association, New York, January 1999. 
(22)「結婚の意思決定と出産行動への影響」1999 年度日本経済学会報告論文、

東京大学． 

(23)“Household Savings in Japan Revisited”, (with Noriyuki Takayama and Fumiko 
Arita), The Joint TMR-ESF-SFB504 Conference on Savings, Pensions, and 
Portofolio Choice, Deidesheim, Germany, April 2000. 

(24) “Household Saving in Japan Revisited”, (with Noriyuki Takayama and Fumiko 
Arita)、2000 年度日本経済学会報告論文、大阪府立大学 

(25) “An Econometric Analysis of Cohort Data from Household Savings in Japan”, 
presented in Far Eastern Meeting of Econometric Society, July 2001 in Kobe, 
Japan.  

(26)“Towards A New Architecture for the Japanese Financial System” presented in the 
International Conference, “Designing Financial Systems in East Asia and 
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Japan—Toward a Twenty-First Century Paradigm,” (Hitotsubashi University and 
IMF), September 2001 in Tokyo, Japan. (with Megumi Suto and Juro Teranishi) 

(27) “Corporate Finance and Market Competition,” 2001 年度日本経済学会報告論文、

一橋大学 
(28)「結婚の意思決定に関するパネル分析」、2001 年度日本経済学会報告論文、

一橋大学 
(29)「結婚の意思決定に関するパネル分析」、全国文献情報センター人文社会

科学学術情報セミナー、2001 年 11 月、東京大学 
(30)「結婚の経済学」、2002 年度日本経済学会報告論文、広島大学 
(31) ｢物価インデックス債の市場価格より得られる情報｣、2003 年度日本経済学

会報告論文、明治大学、2003 年 10 月 
(32)「通貨単位の選択が商取引に与える影響：イラク新通貨制度の政策評価 」、

日本経済学会 2004 年 9 月 26 日 
(33)“The Japanese Pension System and Retirement Needs of Japanese Elderly”, 

Workshop on Aging and The Status of The Older Population in South East Asia, 
November 22-23, 2004, Institute of Southeast Asian Studies, Singapore. 
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